
○八代市成年後見制度利用支援事業実施要綱 

平成１７年８月１日 

告示第４４号 

改正 平成１８年３月３１日告示第５１号 

平成１９年３月３０日告示第３５号 

平成２１年３月２７日告示第４７号 

平成２４年３月３０日告示第３６号 

平成２４年６月２９日告示第７３号 

平成２４年１２月２８日告示第１１７号 

平成２５年３月２８日告示第４２号 

平成２６年３月２８日告示第３５号 

平成２７年３月２６日告示第３１号 

平成２８年３月２８日告示第２０号 

令和４年３月２９日告示第３０号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、認知症により又は知的障害若しくは精神障害があることにより、判断能力が不十

分な者であって日常生活等に支障があるもの又は家族等から虐待を受けているもの（以下「要支援者」

という。）の権利を守り、自立した日常生活を営むことができる環境の整備の実現に資する成年後見

制度の利用に対する支援に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）審判請求 民法（明治２９年法律第８９号）第７条、第１１条、第１３条、第１５条、第１

７条、第８７６条の４第１項又は第８７６条の９第１項に規定する審判の請求をいう。 

（２）審判前の保全処分の申立て 家事事件手続法（平成２３年法律第５２号）第１０５条第１項に

規定する審判前の保全処分を命ずる審判の申立てをいう。 

 （支援の内容） 

第３条 支援の内容は、次のとおりとする。 

（１）市長が行う審判請求及びこれに要する費用の負担 

（２）市長が行う審判前の保全処分の申立て及びこれに要する費用の負担 

（３）市長以外の者が行う審判請求に要する費用の負担 

（４）成年被後見人、被保佐人、被補助人（以下「成年被後見人等」という。）に対する報酬の助成

（以下「報酬の助成」という。） 

 （市長が行う審判請求の対象者） 

第４条 市長が行う審判請求の対象者（以下「対象者」という。）は、要支援者であって、次の各号の

いずれかに該当する者とする。 

（１）市内に住所を有する者であって、次のいずれにも該当しないもの 

ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１９条第１項の規定により八代市長以外の実

施機関が保護を決定し、実施している者 

イ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１１条第１項の規定により本市以外の市町村

が措置を実施している者 



ウ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１３条第１項に規定する住所地特例対象被保険

者であって、本市以外の市町村に住所を変更したと認められるもの 

エ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

第１９条第１項の規定により本市以外の市町村が介護給付費等の支給決定を行っている者 

（２）市外に住所を有する者であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 生活保護法第１９条第１項の規定により八代市長が保護を決定し、実施している者 

イ 老人福祉法第１１条第１項の規定により本市が措置を実施している者 

ウ 介護保険法第１３条第１項に規定する住所地特例対象被保険者であって、本市に住所を変

更したと認められるもの 

エ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第１９条第１項の規定によ

り本市が介護給付費等の支給決定を行っている者 

２ 前項の規定にかかわらず、本市以外の市町村が要支援者の実態を最もよく把握していると認められ

る場合であって、当該要支援者が当該本市以外の市町村の長が行う審判請求の対象となると見込まれ

るときは、当該本市以外の市町村と協議の上、市長が審判請求を行うか否かを決定するものとする。 

 （審判請求の考察事項） 

第５条 市長は、審判請求を行うに当たっては、次に掲げる事項及び介護保険法第１１５条の４６第３

項の規定により設置する八代市地域包括支援センター等の意見を総合的に考察するものとする。 

（１）対象者の事理を弁識する能力の程度 

（２）対象者の配偶者及び４親等内の親族（以下「親族等」という。）の存否並びに親族等による

対象者保護の可能性 

（３）対象者又は親族等が審判請求を行う見込み 

（４）審判請求が、対象者の福祉の向上につながる可能性 

（審判請求の要請） 

第６条 次に掲げる者は、対象者が審判請求を必要とする状態にあると判断した場合は、市長に対し、

審判請求を要請することができる。 

（１）民生委員 

（２）審判請求を必要とする状態にある者の日常生活の援助者（親族等以外の者（社会福祉法人等の

職員を含む。）に限る。） 

（３）老人福祉法第５条の３に規定する老人福祉施設の職員 

（４）介護保険法第８条第２５項に規定する介護保険施設の職員 

（５）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第１１項に規定する障害

者支援施設の職員 

（６）医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５に規定する病院又は診療所の職員 

２ 前項の規定による審判請求の要請は、審判請求要請書（様式第１号）により行うものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による要請を受けたときは、前条の考察を踏まえ、審判請求の要否を決定

し、当該要請した者に対し審判請求要請決定（却下）通知書（様式第２号）により通知するものと

する。 

 （面談による調査） 

第７条 市長は、審判請求の要否の決定のために必要と認めるとき、又は前条第１項の規定による要請

を受けたときは、対象者等と面談し、第４条に規定する事項について調査するものとする。 



（審判請求の手続） 

第８条 市長が行う審判請求に係る申立書、添付書類、予納すべき費用その他の手続は、対象者に係

る審判を管轄する家庭裁判所の定めるところによる。 

（費用負担） 

第９条 市長は、家事事件手続法（平成２３年法律第５２号）第２８条第１項の規定により、市長が

行う審判請求に要する費用を負担する。 

（費用の求償） 

第１０条 市長は、市長が行う審判請求に要する費用に関し、対象者又は関係人が負担すべき事情が

あると判断した場合は、負担した審判請求に要する費用の求償権を得るため、家事事件手続法第２

８条第２項の命令に関する職権発動を促す申立てを家庭裁判所に対して行うものとする。 

（審判前の保全処分の申立て） 

第１１条 市長は、対象者の状況を考慮し、緊急を要する場合において必要と認めるときは、審判前の

保全処分の申立てを家庭裁判所に対して行うものとする。 

 （審判前の保全処分の申立費用の負担等） 

第１２条 第９条及び第１０条の規定は、前条の規定により行う審判前の保全処分の申立てについて準

用する。 

 （市長以外の者が行う審判請求に要する費用の負担） 

第１３条 市長は、市長以外の者が審判請求を行った場合において、当該審判請求の対象となる者が次

の各号のいずれかに該当するときは、審判請求に要する費用を負担するものとする。 

（１）生活保護法第６条第１項に規定する被保護者 

（２）審判請求に要する費用を支払うことで生活保護法第６条第２項に規定する要保護者となる者 

（３）活用することができる資産、貯蓄等が乏しく、審判請求を行うことが困難な状態にあると市長

が認める者 

 （報酬の助成） 

第１４条 市長は、成年被後見人等であって、次に掲げる要件の全てに該当するものに対し、成年後見

人、保佐人又は補助人（以下「成年後見人等」という。）に支払う報酬の全部又は一部を助成するこ

とができる。 

（１）次のいずれかに該当する者であること。 

ア 対象者 

イ 市長以外の者が審判請求を行った者で、第４条第１項各号のいずれかに該当するもの 

ウ 第４条第 2項の規定により市長が審判請求を行うことを決定した者のうち市長が認めるもの 

（２）次のいずれかに該当する者であること。 

ア 生活保護法第６条第１項に規定する被保護者 

イ 成年後見人等に報酬を支払うことで生活保護法第６条第２項に規定する要保護者となる者 

 （助成金の額） 

第１５条 助成金の額は、家事事件手続法別表第１の１３の項、３１の項及び５０の項に規定する報酬

付与の審判（以下「報酬付与の審判」という。）により家庭裁判所が決定した報酬額とし、次の各号

に掲げる成年被後見人等の区分に応じ、当該各号に定める額を限度とする。 

（１）在宅で生活する者 月額２万８，０００円 

（２）施設入所者又は長期入院中の者 月額１万８，０００円 



（報酬の助成の申請等） 

第１６条 報酬の助成を受けようとする成年被後見人等（以下「申請者」という。）は、八代市成年後

見制度利用支援事業利用申請書（様式第３号）に次に掲げる書類を添付して、市長に申請しなければ

ならない。 

（１）報酬付与の審判決定書の写し 

（２）成年後見人等が申請する場合は、登記事項証明書 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、当該申請の内容を審査の上、助成の可否を決定し、

八代市成年後見制度利用支援事業利用決定（却下）通知書（様式第４号）により申請者に通知するも

のとする。 

 （助成金の請求等） 

第１７条 前条第２項の規定により助成の決定を受けた申請者（以下「決定者」という。）は、八代

市成年後見制度利用支援事業助成金請求書（様式第５号）により助成金の交付を市長に請求しなけ

ればならない。 

２ 助成金の支払は、前項の規定による請求に基づき支払うものとし、成年被後見人等名義の口座へ

の口座振替の方法により行うものとする。 

（変更の届出） 

第１８条 決定者は、次の各号のいずれかに該当するときは、その旨を八代市成年後見制度利用支援

事業変更届（様式第６号）により市長に届け出なければならない。 

（１）成年被後見人等の氏名又は住所若しくは居住地（住民基本台帳に記録されていない者にあっ

ては、現在地）の変更 

（２）成年後見人等の辞任又は解任 

（３）成年後見人等の職務の変更 

（４）成年後見人等の氏名又は住所の変更 

（５）成年後見人等に対する報酬額の変更 

 （報告義務） 

第１９条 決定者は、資産状況及び生活状況に変化があった場合には、その旨を速やかに市長に報告し

なければならない。 

 （報酬の助成の中止） 

第２０条 市長は、決定者の資産状況若しくは生活状況の変化又は死亡等により助成の理由が消滅した

と認めるときは、助成を中止し、又は助成金の額を減額することができる。 

 （終了の届出） 

第２１条 決定者の後見、保佐又は補助が終了したときは、成年後見人等であった者は、その旨を八代

市成年後見制度利用支援事業終了届（様式第７号）により市長に届け出なければならない。 

（その他） 

第２２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１７年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の八代市成年後見制度利用支援事業実施要綱（平成１



７年八代市訓令甲第４号）の規定によりなされた決定、手続その他の行為は、この告示の相当規定

によりなされたものとみなす。 

附 則（平成１８年３月３１日告示第５１号） 

この告示は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日告示第３５号抄） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月２７日告示第４７号） 

この告示は、平成２１年５月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日告示第３６号） 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年６月２９日告示第７３号抄） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２４年１２月２８日告示第１１７号） 

この告示は、平成２５年１月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２８日告示第４２号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２８日告示第３５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現に行われている改正前の様式による申請、通知、請求又は届出は、改正後

の様式により行われた申請、通知、請求又は届出とみなす。 

附 則（平成２７年３月２６日告示第３１号抄） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２８日告示第２０号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の八代市成年後見制度利用支援事業実施要綱第１２条の規定により助成による支援を受け

ている成年被後見人等については、改正後の八代市成年後見制度利用支援事業実施要綱第１４条に

規定する報酬の助成の要件を満たす者とみなして、同告示第１５条から第２１条までの規定を適用

する。 

別紙（省略） 

 


